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平成 22 年度 独立行政法人日本学生支援機構の役職員の報酬・給与等について 
 
Ⅰ 役員報酬等について 
 １ 役員報酬についての基本方針に関する事項 
  ① 平成 22 年度における役員報酬についての業績反映のさせ方 

 期末特別手当の額は、「役員給与規程」において、文部科学省独立行政法人評

価委員会が機構に対して行う業績評価の結果を勘案し、理事長が、その者の職

務実績に応じ、100 分の 10 の範囲内でこれを増額し、又は減額することができ

ると規定している。 
 
  ② 役員報酬基準の改定内容 
   法人の長    俸給について 0.25％引下げの減額改定 

 
理事      俸給について 0.25％引下げの減額改定 

 
監事      俸給について 0.25％引下げの減額改定 

 
監事（非常勤） 改定なし 

 
２ 役員の報酬等の支給状況 

平成 22 年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況 
役名 

 報酬(給与) 賞与 その他(内容) 就任 退任 
前職 

理事長 

千円 

 

17,637 

千円 

 

11,085 

千円

 

4,551 

千円

2,001 

  0 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

 

 

H23.3.31 

 

※ 

Ａ理事 

（理事長 

  代理） 

千円 

 

16,851 

千円 

 

10,475 

千円

 

4,366 

千円

1,891 

119 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

 

  

◇ 

B 理事 

千円 

 

16,014 

千円 

 

9,865 

千円

 

4,111 

千円

1,781 

257 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

 

 

 

 

 

C 理事 

千円 

 

15,811 

千円 

 

9,865 

千円

 

4,111 

千円

1,781 

54 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

H22.4.1 

 

 

 

◇ 

D 理事 

千円 

 

14,548 

千円 

 

9, 869 

千円

 

2,716 

千円

1,781 

182 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

Ｈ22.4.1 

  

※ 
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監事 

千円 

 

13,710 

千円 

 

8,453 

千円

 

3,470 

千円

1,526 

261 

 

(地域手当)

(通勤手当)

 

 

 

 

 

 

監事 

(非常勤) 

千円 

 

204 

千円 

 

204 

千円

 

0 

千円

 

0 

  

H22.4.1 

 

 

 

  注１：「地域手当」とは、主に民間賃金の高い地域に勤務する役職員の給与水準の調整を

図るために支給される手当。 
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。 

退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員

でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。 
 

３ 役員の退職手当の支給状況（平成 22 年度中に退職手当を支給された退職者の状況） 

区分 
支給額

(総額) 

法人での

在職期間 
退職年月日 業績勘案率 摘要 前職 

理事長 

千円 

3,353 

年 

2 

月 

5 H23.3.31 1.0（暫定）

文部科学省独立行政法人評価委員

会による業績勘案率が未決定のた

め、勘案率 1.0として暫定支給した。 

※ 

理事 
千円 

 

年 

 

月 

 

 

 

 

 
該当なし 

 

 

監事 
千円 年 月   

該当なし 
 

注：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。 
  退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でそ

の後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。 
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Ⅱ 職員給与について 
 １ 職員給与についての基本方針に関する事項 
  ① 人件費管理の基本方針 

・業務の徹底した見直し、効率化に努めるとともに、業務の外部委託を推進す

ることにより人件費の縮減を図る。 
・中期目標期間における人員の削減  期初４９７人 → 期末４８７人 

 
  ② 職員給与決定の基本方針 
   ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方 

・職員の給与水準の決定に際しては、国家公務員の給与水準に準拠することを

基本的な考えとする。 
   イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方 

・勤勉手当の額は、期間中の職員の勤務成績等について、自己評価と複数上司

の評価を実施し、これらを総合的に勘案して、100分の20の範囲内で増額し、

又は減額しているほか、昇給区分を 5 段階にして、勤務成績を昇給に反映さ

せている。 
 
   〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕 

給与種目 制度の内容 

賞与：勤勉手当(査定分) 
100 分の 20 の範囲内で増減する。 

（職員給与規程第 41 条第 3 項） 

本給 

昇給日前１年間の勤務実績に基づいた勤務成績を反

映させるため、昇給区分を 5 段階にして昇給を実施す

る。（職員給与規程第 11 条） 

 
   ウ 平成 22 年度における給与制度の主な改正点 

・人事院勧告に基づき、一般職俸給表、教育職俸給表共に減額改定（平均 0.1 
％引下げ）し、55 歳を超える一般職 6 級以上の職員について、俸給、地域 
手当及び役職手当の支給額を一定率（△1.5％）で減額 

 ・期末・勤勉手当について、国家公務員と同水準の支給月数とした 
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 ２ 職員給与の支給状況 
  ① 職種別支給状況 

平成 22 年度の年間給与額(平均) 

うち所定内 区分 人員 平均年齢
総額 

 うち通勤手当 

うち賞与

常勤職員 
人 

333 
歳

44.4 
千円

7,249 
千円

5,486 
千円 

203 
千円

1,763 

事務・技術 
人 

314 
歳

44.4 
千円

7,274 
千円

5,504 
千円 

202 
千円

1,770 
 

教育職種 
(日本語学校教員) 

人 

19 
歳

44.3 
千円

6,849 
千円

5,208 
千円 

212 
千円

1,641 

        

在外職員 
人 

該当者なし 

歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 

        

任期付職員 
人 

10 

歳

61.9 
千円

5,490 
千円

4,146 
千円 

180 
千円

1,344 

 事務・技術 
人 

10 
歳

61.9 
千円

5,490 
千円

4,146 
千円 

180 
千円

1,344 

 
教育職種 

(日本語学校教員) 
人 

  
歳

  
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 

        

再任用職員 
人 

該当者なし 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 

事務・技術 
人 

 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 
 

教育職種 
(日本語学校教員) 

人 

 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 

        

非常勤職員 
人 

該当者なし 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 

事務・技術 
人 

 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 
 

教育職種 
(日本語学校教員) 

人 

 
歳

 
千円

 
千円

 
千円 

 
千円

 
注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。 

注２：在外職員、再任用職員及び非常勤職員については、該当者なし 
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  ② 年間給与の分布状況（事務・技術職員） 
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0
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80

100

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

千円

   注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。 
     

 
（事務・技術職員） 「在外職員､再任用職員及び任期付職員を除く。以下、⑤まで同じ。」 

四分位 四分位 分布状況を示す 

グループ 
人員 

平均 

年齢 第 1 分位 
平均 

第 3 分位 

 

代表的職位 

 本部部長 

 本部課長 

 本部課長補佐 

 本部係長 

 本部主任 

 本部係員 

人

 

15 

36 

33 

84 

60 

32 

歳

 

55.0 

51.4 

49.7 

43.1 

39.3 

31.1 

千円

 

10,761 

9,206 

7,447 

6,310 

5,321 

3,625 

千円 

 

11,501 

9,387 

7,778 

6,715 

5,894 

3,833 

千円

 

12,056 

9,767 

8,253 

6,889 

6,270 

3,998 
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  ③ 職級別在職状況等（平成 23 年 4 月 1 日現在）（事務・技術職員）（常勤職員） 
区分 計 10 級 9 級 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

標準的な

職位 

  部長 次長 課長 課長 課長 

補佐 

課長補佐

係長 

係長、

主任 

主任、

係員 

係員 

人員 

(割合) 

人

314 

 

人 

 

 

人 

9 

2.9% 

人

6 

1.9% 

人

5 

1.6% 

人

38 

12.1%

人

2 

0.6% 

人

51 

16.2%

人 

122 

38.9% 

人 

51 

16.2% 

人

30 

9.6% 

年齢 

(最高 

～最低) 

  

 

 

歳 

61 ～

47 

歳

57 ～

50 

歳

60 ～

57 

歳

61 ～

38 

歳

 

歳

61 ～

41 

歳 

60 ～

34 

歳 

59 ～

31 

歳

36 ～

24 

所定内 

給与年額 

(最高 

～最低) 

  千円 

9,574

～

8,382 

千円

7,997

～

7,538 

千円

8,397

～

7,106 

千円

7,804

～

5,348 

千円

 

千円

6,840

～

4,874 

千円 

6,524

～

3,601 

千円 

5,193

～

2,857 

千円

3,318

～

2,301 

年間 

給与額 

(最高 

～最低) 

  千円 

12,904

～

11,553 

千円

10,971

～

10,384

千円

11,255

～

9,668 

千円

10,551

～

7,087 

千円

 

千円

8,958

～

6,563 

千円 

8,742

～

4,813 

千円 

6,889

～

3,793 

千円

4,299

～

3,048 

  注：5 級における該当者が 2 人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあ

ることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。 
 
   職級別在職状況等（平成 23 年 4 月 1 日現在）（事務・技術職員）（任期付職員） 

区分 計 10 級 9 級 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

標準的な

職位 
  部長 次長 課長 課長 課長 

補佐 
課長補佐

係長 
係長、

主任 
主任、

係員 
係員 

人員 
(割合) 

人 

10 

人 
  

人

 0 
 

人

 0 
 

人

 0 
 

人

 1 
10.0%

人

 0 
 

人

 3 
30.0%

人 
 6 
60.0% 

人 
 0 
 

人

 0 
 

年齢 
(最高 

～最低) 

 歳 歳

～

歳

～

歳

～

歳

～

歳

～

歳

61 ～

61 

歳 
63 ～

61 

歳 
～ 

歳

～

所定内 
給与年額 

(最高 
～最低) 

 千円 
 

千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

4397
～

4367 

千円 
3547
～

3307 

千円 
～ 

千円

～ 

年間 
給与額 
(最高 

～最低) 

 千円 
 

千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

～ 
千円

5893
～

5853 

千円 
4701
～

4376 

千円 
～ 

千円

～ 

  注：6 級における該当者が 1 人のため、当該個人に関する情報が特定されることから、「年

齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。 
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  ④ 賞与（平成 22 年度）における査定部分の比率（事務・技術職員） 
区分 夏季（6 月） 冬季（12 月） 計 

 

一律支給分(期末相当) 

%

54.6 

% 

57.2 

%

55.9 

 

査定支給分(勤勉相当) (平均) 

%

45.4 

% 

42.8 

%

44.1 

管理 

職員 

  

最高～最低 

%

47.6～34.3 

% 

44.5～33.0 

%

46.0～34.7 

 

一律支給分(期末相当) 

%

64.3 

% 

67.3 

%

65.8 

 

査定支給分(勤勉相当) (平均) 

%

35.7 

% 

32.7 

%

34.2 

一般 

職員 

  

最高～最低 

%

39.9～32.7 

% 

34.3～30.3 

%

36.2～31.9 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・

技術職員） 
 

 
   対国家公務員（行政職（一））  106.6 
 
   対他法人     101.0 
   注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」におい

ては、すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与

水準を１００として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院におい

て算出 
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　 　　  　９５．６

参考 学歴勘案　　　　　　 １０３．７

地域・学歴勘案　　　 　９３．２

国に比べて給与水準
が高くなっている
定量的な理由

国家公務員と比較した場合、本機構は、地域手当支給割合の高い地域に勤務する
職員の比率（80.3％）が高いことから、対国家公務員指数が高くなっている。な
お、在勤地域を勘案した比較指標は95.6となり国家公務員の水準を下回ることと
なる。
【主務大臣の検証結果】
地域差を是正した給与水準の比較では国家公務員の水準未満となっていること等
から給与水準は適正であると考える。

給与水準の適切性
の検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　80.2％
（国からの財政支出額　875,138,183千円、支出予算の総額　1,090,930,254千円
： 平成22年度予算）
【検証結果】
本機構の対国家公務員指数は、主として地域手当の影響により国家公務員の水準
を上回るものであるものの、地域勘案（95.6）及び地域・学歴勘案（93.2）にお
いては、昨年に引き続き国家公務員を下回る状況にある。これは、国家公務員の
給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しのほか「行政改革の重要方針」（平成
17年12月24日閣議決定）、「独立行政法人日本学生支援機構の中期目標、中期計
画」及び「独立行政法人日本学生支援機構年度計画」等を踏まえた人件費削減の
取り組みの結果と考えられる。なお、適正な給与水準の確保に向けて引き続き取
り組んでいるところである。
【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成21年度決算）
【検証結果】
累積欠損については、該当なし。

    常勤職員314人及び任期付職員10人、計324人の平均年齢44.9歳、平均年間給与額7,219千円

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　　１０６.６

○ 比較対象職員の状況

講ずる措置

○平成23年度に見込まれる対国家公務員指数
【年齢 】　：  107．0以下
【年齢＋地域＋学歴 】　：　100．0以下
○具体的改善策、給与水準是正の目標水準及び具体的期限
「独立行政法人日本学生支援機構の中期目標、中期計画」及び「独立行政法人日
本学生支援機構年度計画」において、平成23年度の人件費に関して、平成17年度
の人件費に比べて5％以上削減することとしている。併せて役職員の給与につい
ても、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを行う等の措置を
引き続き講ずる。また、事務の集中化等の効率化に伴う職員の削減、業務の外部
委託等に伴う職員の削減などの措置を講ずる。また、管理職を含め組織の簡素化
を図るとともに、平成25年度末までに、前中期計画開始時の職員数と比べ、1割
程度の職員数を削減する。
○23年度に目標とする比較指標
【年齢 】　：  107．0以下
【年齢＋地域＋学歴 】　：　100．0以下
○その他補足事項
・本年度支出総額（平成22年度決算2,110,287,538千円）に占める給与・報酬等
支給総額の割合は0.16％となっている。
・本年度の指数算定対象者の学歴構成は、大学卒以上249名（79.3％）となって
いる。
・本年度の指数算定対象者の管理職割合は、58名（18.5％）となっている。
・地域勘案による比較指標は100を下回っているため、本機構の給与水準は適正
であると考えており、今後も引き続き、業務運営の効率化等に努める。
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 Ⅲ 総人件費について 

区 分 

当年度 

(平成 22

年度) 

前年度 

(平成 21

年度) 

比較増△減 
中期目標期間開始時(平

成 21年度)からの増△減

給与、報酬等支給総額 

(Ａ) 

千円

3,449,879

千円

3,485,812

千円

△35,933 

(%)

（△1.0）

千円 

△35,933 

(%)

（△1.0）

退職手当支給額 

(Ｂ) 

千円

445,819 

千円

554,347 

千円

△108,528

(%)

（△19.6）

千円 

△108,528 

(%)

（△19.6）

非常勤役職員等給与 

(Ｃ) 

千円

797,307 

千円

777,536 

千円

19,771 

(%)

（2.5） 

千円 

19,771 

(%)

（2.5） 

福利厚生費 

(Ｄ) 

千円

568,557 

千円

536,084 

千円

32,473 

(%)

（6.1） 

千円 

32,473 

(%)

（6.1） 

最広義人件費 

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 

千円

5,261,562

千円

5,353,779

千円

△92,217 

(%)

（△1.7）

千円 

△92,217 

(%)

（△1.7）

 
    総人件費について参考となる事項 

給与、報酬等支給総額が前年度比１．0％減となっている点については、前年

度に引き続き定型的業務の外部委託推進を図りつつ、職員の期末・勤勉手当に

ついて、国家公務員と同水準の支給月数とした。 
最広義人件費が、前年度比１．７％減となっており、中期目標の期間中、事

務の集中化等の効率化、定型的業務の外部委託推進などにより計画的な合理化

減を行い、人員の抑制を図る。 
 

①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項 
 ・期初の常勤職員数（平成２１年度）   ４９７人 
 ・期末の常勤職員数（平成２５年度）   ４８７人 
 ・中期目標期間中の人件費総額見込み  ２２,８５５百万円 
②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえ

た見直しの方針 
  人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）等を踏まえ、引き続き人件費

を平成１７年度の人件費に比べて５％以上削減するとともに、「経済財政運

営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）

に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続する。 
  併せて、役職員の給与について、国家公務員の給与構造改革を踏まえた

必要な見直しを行う。 
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基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

4,253,487 4,105,730 3,856,824 3,606,709 3,485,812 3,449,879

△3.5% △9.3% △15.2% △18.0% △18.9%

△3.5% △10.0% △15.9% △16.3% △15.7%
人件費削減率（補正値）

（％）

　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

注：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定） 
による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。 

 
【主務大臣の検証結果】 

   ５年間で５％以上削減を達成しており、問題ないと考える。 

 
Ⅳ 法人が必要と認める事項 
 特になし 
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